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1．はじめに 

近年、上下水道・都市ガス施設等のライフライン施設において
は、耐用年数 50 年（上水道管路の耐用年数：40 年）を超えた施設
が存在しており、「経年劣化」による耐力低下が懸念されている
ことから、耐震化事業，長寿命化事業が実施されている。上下水
道システムにおける上水道管路の経年劣化の被害例としては、図-
1 に示すように、土壌による腐食浸食による鉄管の「外面腐食
（腐食減厚）」、赤さびによる「内面閉塞」、経年劣化のよる
「継手部の抜出し（漏水原因）」などが生じている。 

参考文献 2)では、「災害リスクの情報 3)」として、ライフライ
ン構造物に潜在する地震時の被害特性を定量的に評価できる「地
震リスク」を用いて、ライフライン管路の中でも上下水道システ
ムにおける下水道管路施設を取り上げ、劣化予測式を基に「経年
劣化」の現象を再現し、「管路の継手構造部」が経年劣化した場
合を対象として、地震時予測損失に関する分析が実施されている。 

本研究では、ライフライン管路の中でも、上下水道システムに
おける上水道管路を取り上げ、地震時の被害特性を定量的に評価
できる確率論的リスク解析（構造信頼性設計）に基づく地震リス
クマネジメント手法を用いて、「経年劣化」した上水道管路を対
象に、経過年数ごとに地震時予測損失の時系列分析を実施し、上
水道管路の耐震安全性評価として、「災害リスクの情報 3)」の定
量的評価を行うことを目的とする。確率論的リスク解析は、信頼
性解析、安全性解析で用いられている分析手法である。本研究で
は「地震損害保険」に適応可能な「推定損害額の評価手法」とし
て、確率論的リスク解析を用いて、リスク分析を行う。  

過去の地震の被災事例として、2018 年に発生した大阪府北部地
震において被災した上水道管路（ダクタイル鋳鉄管管路：布設か
ら 55 年程度経過）は、上水道管路の管体に破断が生じる「管体破
損（図-2）」により漏水が生じており、外面腐食による経年劣化
により、管路断面が腐食減厚（最大で腐食深さ 5.7mm）していた
ことが判明している。そのため、本研究では、上水道管路の経年
劣化の現象を、「土壌による腐食浸食による鉄管の外面腐食（腐
食減厚）」とし、「腐食予測式（予測腐食深さ）」を基に、「経
年劣化による腐食減厚」による耐力低下の現象の再現を実施する。 

そして、さらに、一般的に企業における経営費用の中で最も大
きいのは、人件費であるが、施設管理費も人件費に次ぐ固定費と
なっている。そのため、「上下水道事業（ライフライン事業）の
事業経営」として、「経営工学・金融工学」、及び上下水道シス
テム（ライフライン構造物）の「施設情報管理」の観点から、
「経過年数」ごとに地震時損失コストを考慮したライフサイクル
コスト分析（ライフサイクルコスト LCC：一般的には、構造物が
つくられてから、その維持管理、最終的な解体・廃棄までに要す
る費用の総額）の時系列分析を実施し、上下水道事業（ライフラ
イン事業）の「経営の健全性の向上」の視点から、上下水道管路
（ライフライン管路）のライフサイクルにおいて生じる費用の構
成を把握することを目的とする。 

 

 

 

 

 
 
2．確率論的リスク解析（構造信頼性設計）に基づく地震リスクマ

ネジメント手法と上水道管路のライフサイクルコスト分析 
本研究においては、地震リスクを発生確率と損失額の積である

「期待値」として取り扱い、地震リスク分析を実施する。したが
って、地震リスクは、式(1)のように定義することができる。 

� = ∑ � × �                (1) 
ここで、R は地震リスク（期待値）、P は発生確率、C は損失額

を表す。 

確率論的リスク解析（構造信頼性設計）において使用される確
率関数の「数理モデル」として、正規分布、対数正規分布、β分
布、ワイブル分布、ポアソン分布等（図-3）が考えられるが、本
研究で使用する確率関数の「数理モデル」は対数正規分布とした。 
 次に，本研究では、確率論的リスク解析手法として、図-4 に示
すような地震リスクマネジメントの算出フローに従って、地震リ
スクマネジメントを行う。図-5 に解析対象地域における水平最大
加速度と年超過確率の関係を表す地震ハザード曲線を示す。 

さらに、本研究では、「災害リスクの情報 3)」を定量的に把握
するために、式(2)が示すように、イニシャルコスト Cinitial として
「初期建設費用」、ランニングコスト Crunning として「維持管理費
用」の中でも「地震時損失コスト（「地震リスク」）」を評価項
目としたライフサイクルコスト(LCC)分析を実施する。なお、地震
時損失コストに関しては、現在価値法を用いて、式(3)に示すよう
に社会的割引率 r を考慮し、r=4％5)として、ライフサイクルコス
ト LCC の改善を行った。 

 
 

 ここで、Cinitial は上水道管路の初期建設費用、R は地震リスク、
PVは t年後の補修補強費用等の現在価値、Ptは t年後の補修補強費
用等の将来価値、r は社会的割引率を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
3．経年劣化した上水道管路の解析対象モデル 
 上水道管路の解析対象モデルは、埋設深さ（土被り）1.5m のダ
クタイル鋳鉄管管路 2種管K形φ900mm（延長 6.0m、管厚 t=13mm）
とし、埋設地盤の性状は「腐食性土壌」と「砂（塩分を含まな
い）」の 2 種類の地盤を想定し、分析を行った。さらに「土壌に
よる腐食浸食による鉄管の外面腐食」が起因する経年劣化現象に
関しては、「経過年数と腐食深さ」を示す「予測腐食深さ（腐食
減厚）」の「腐食予測式」は、参考文献 4),6)を参考に、式(4)（図
-6）のように決定した。 

� = � × 	
 
ここで、Y は管外面腐食深さ予測値(mm)、ｋは埋設環境の腐食

性評価係数、ｔは埋設年数(年)、αは定数を示す。 

 

 

 

 

 
 
 
4．経年劣化した上水道管路の耐震性能評価 
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図-1 水道管の経年劣化の被害事例 4) 

   ①新管   ②経年劣化管路 
         (a)水道管の腐食劣化 

（鉄管の場合） 

(b)水道管の継手部の抜出し 
（硬質塩化ビニール管の場合） 

(2) 
 

(3) 
 

 
図-4 構造信頼性設計に基づく 

地震リスクマネジメントの評価フロー 
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図-3 確率密度関数 
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図-5 地震ハザード曲線 
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図-6 水道管の埋設年数と腐食深さ 4),6) 
                

図-7 上水道管路の解析モデル 

 図-2 水道管の地震の被災事例 
（ダクタイル鋳鉄管管路：水道管の管体破損） 
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じる「管体応力（軸方向応力）」を照査項目とした。地震動の影
響による「管体応力（軸方向応力）7)」の算出においては、道路
橋示方書・同解説 8)を基に、耐震設計上の地盤種別、減衰定数、
及びレベル 2 地震動（図-8）を基として、その最大速度振幅を 50
～1500(gal)に基準化し、作成した地震動を用いて、地震波速度応
答スペクトル解析（図-9）を実施し、式(5)に示すように、地盤を
1 自由度系に置き換えて解析を行うことで地震時の地盤水平変位
を算出し、式(6)から「管体応力（軸方向応力）」の算出を行った。
さらに、「管体応力（軸方向応力）」と基盤最大加速度の関係を
整理すると、上水道管路の管体応力と地震加速度の関係（耐力曲
線）は、図-10 のようになる。本研究では、ダクタイル鋳鉄の耐
力である「許容応力 σa」を 270,000(N/mm2)とし、式(7)が示すよう
に「軸方向応力の合計値σ」が「許容応力 σa」を超えると、管体
破損が生じる。なお、ダクタイル鋳鉄は、参考文献 6)より、「管
体の引張強さや伸びなど材質が長期間使用しても変化しない」と
いう機械的性質を有していることから、弾性係数 E、許容応力 σa
は、上水道管路の耐震診断において経年変化しないと仮定する。
また、本研究においては、管厚計算を対象外とし、腐食減厚が管
路断面に一様に生じると想定する。 
 
 

ここで、Uh(z)は地震時応答変位(m)、zは地表面からの深さ(m)、
Sv は設計応答速度(m/s)、Tsは表層地盤の固有周期(s)、H は表層地
盤厚(m)、σ は軸方向応力の合計値(N/mm2)、σpi は常時荷重として
上水道管路内の設計内圧(N/mm2)、σpo は常時荷重として自動車荷
重(N/mm2)、σ’X は地震荷重による軸方向応力(N/mm2)、σa は許容応
力(N/mm2)を表す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
5．経年劣化した上水道管路の地震損失コスト評価 
 本研究では、「物理的損失」、「機能不全による営業損失」、
「ユーザー損失」の 3 つの地震損失コストを考慮する。物理的損
失は、上水道管路の復旧コスト、つまり補修費、調査費用を評価
対象とし、参考文献 2),5),7)を参考に被害区分と補修方法を表-1 に
示すように設定した。機能不全による営業損失は水道管が地震に
より被災することで、水道管の機能不全により公営企業が得るこ
とができなくなった営業収入、つまり水道使用料金収入とする。
ユーザー損失は水道管が地震により被災することで、水道施設の
利用者（ユーザー）が水道を利用できなくなったことにより生じ
る経済損失とする。上水道管路の管路設計において、流量計算は、
最大流速を 3.0m/s 以下と設定し、ヘーゼン・ウィリアムズ公式図
表 4)により算出を行った。本研究では、時間変動等により差異が
生じるが、送水管からの送水量を配水量と仮定し、給水計画（計
画給水人口の算出）を行った。なお、1人 1日使用水量は、専用住
宅の平均的な使用実績を使用した。計画給水区域においては、1
戸当たり 4 人とした。初期建設費用、各地震損失コストに関して
は、参考文献 2),4)等の値を参考に算出を行った。 
 
 
 

  

 

 
6．確率論的リスク解析（構造信頼性設計）に基づく上水道管路の

地震リスク分析 
本研究で評価する地震リスクは、地震リスクカーブが年超過確

率と損失額の囲む面積で表される「年間地震リスク（図-11）」を
評価指標とする。図-12 は、上水道管路の地震リスクカーブを示
したものである。図-13、図-14 は，それぞれ「腐食性土壌」、
「砂（塩分を含まない）」に関する地震損失コストを考慮した上

水道管路のライフサイクルコスト（LCC）分析の時系列分析の結
果である。 

本研究のモデルでは、「腐食性土壌」に埋設された上水道管路
の場合、図-13、図-15 より埋設年数 115 年を経過すると、地震損
失コストを考慮したライフサイクルコスト（LCC）が急増するこ
とから、上水道管路の耐震性能が低下し始める結果となった。 

また、「砂（塩分を含まない）」に埋設された上水道管路の場
合、図-6（式(4)）より、腐食進行が軽微であるため、腐食深さ
(mm)が少なく、図-14 に示すように埋設年数 200 年が経過したと
しても、地震時損失コストの大幅な増加は見られず、初期建設費
対する地震損失コストの比率は軽微なものとなった。地震時損失
コストを考慮したライフサイクルコスト（LCC）は、ほぼ一定値
となり、上水道管路は耐震性能を有している結果となった。 

一方で、大阪府北部地震で被災した上水道管路（ダクタイル鋳
鉄管管路）の破損に、直接的に影響したかどうかは、詳細な分析
が必要となるが、参考文献 9)には、被災した上水道管路は、現在
の製造方法とは異なり、昭和 40 年以前の管路の製造方法で製造さ
れていたことにより、「引張強度が当時の規格値以下」となって
いる箇所が存在していることが明記されている。ダクタイル鋳鉄
は、参考文献 6)より、「管体の引張強さや伸びなど材質が長期間
使用しても変化しない」という機械的性質を踏まえると、「施工
管理における品質管理不足（施工管理不足）」の可能性が推測さ
れる。そのため、工場検査・現場立会などによる管材の品質管理、
及び施工管理を十分に行う必要があると考えられる。 

今後、上水道管路の耐震化計画においては、ダクタイル鋳鉄管
の実使用年数 4)（60～80 年）を踏まえた上で、「管体応力（軸方
向応力）」を照査項目とした場合、上水道管路が「腐食性土壌」
に埋設されているケースでは、「確率論的リスク分析」、及び
「耐震構造設計」の観点から埋設年数 115 年前後を目処に，耐震
化を推進し、耐震性の確保を図ることで、ライフサイクルコスト
（LCC）、及び地震時の損失を低減することが可能となる。 

本研究から，確率論的リスク解析（構造信頼性設計）に基づく
地震リスクマネジメント手法により、上水道管路の「災害リスク
の情報 3)」を定量的に評価することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
7．最後に 

本研究は、当方が個人研究で行ったものです。当方、及び本論
文等に関しては、「当方、及び論文等に関する留意事項 1) 
(https://article-notice.wixsite.com/rules)」、及び下記の注釈の確
認を行って下さい。 
注 当方は、「出身大学・大学院の指導教員等、その他（関係者等、上記教員が所属する土木学会地震工

学委員会）」、「過去の勤務先・所属等」、「その他」とは一切関係ありません。（講演発表会等に
際し、「研究室内の准教授、秘書、教員関係者の娘等」との「縁談」、「宗教勧誘（創価学会・カル
ト宗教）」等の「迷惑行為」が生じることは断固お断りです。）当方、及び本論文等に関して、出身
大学・大学院の指導教員等、上記等、その他への連絡、問い合わせ、その他等は、上記等、及び HP
に記載している「迷惑行為」が生じる可能性があるため、一切行わないで下さい。当方、及び論文等
に関する連絡、問い合わせ等は論文に記載しているメールフォームに行って下さい。また、上記等、
その他からの「連絡、問い合わせ、関与、その他等」はお断りです。当方は、「宗教勧誘」（「創価
学会、カルト宗教等」）は、断固お断りです。本論文等に関して、「上記人物等（当方の HP に記載
した人物）」、「創価学会、カルト宗教等」、「上記人物に賛同する人物等」からの「質疑応答、連
絡、関与、その他等」は断固お断りです。（「当方、及び論文等に関する留意事項 1): https://article-
notice.wixsite.com/rules 」) 
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管体応力による安全性の照査
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開削工法（敷設替）
漏水調査
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管体応力が許容応力（ダクタイル鋳鉄の耐力）の1/2以上
（管体応力に対して、許容応力の設計安全率が2.0以下）

営業損失
ユーザー

損失
復旧方法

漏水調査

更新対象

腐食状況 対策

20年以内
に再診断

10年以内
に再診断

更新計画
の立案等

更新対象

Ⅰ

定義

腐食深さが管の腐食しろ2.0mm以下の状態

腐食深さが管の腐食しろ2.0mmを超える状態
（設計安全率2.0～2.5以上）

内外圧に対する安全率が不足する状態
（設計安全率1.0以上2.0～2.5未満）

内外圧に耐えられない状態
（設計安全率1.0未満）

貫通腐食した状態
（規定管厚-管厚許容差）

老朽度
ランク

腐
食
進
行
方
向

内面側

外面側

表-1 水道管用ダクタイル鋳鉄管管路 2種管φ900mmの被害区分と補修方法 2),4),5),7) 
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図-13 ライフサイクルコスト LCC 
分析結果（腐食性土壌） 
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図-14 ライフサイクルコスト LCC 
     分析結果（砂：塩分を含まない） 
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図-15 ライフサイクルコスト LCC 
分析結果の詳細（腐食性土壌） 
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図-10 管体応力と地震加速度の関係 
（耐力曲線） 

（埋設年数 t=100年の場合） 

図-12 地震リスクカーブ 
（埋設年数 t=125年：腐食性土壌） 
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図-11 年間地震リスク 
の概念図 
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